
○総務省訓令第２２号 
総務省が平成１６年度に行う事後評価の実施に関する計画を次のように定める。 
 平成１６年３月３１日 

総務大臣 麻生 太郎 
 

総務省が平成１６年度に行う事後評価の実施に関する計画 
 
第１ 総則 
  この計画は、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成１３年法律第８６号。以下「法」

という。）第７条及び総務省政策評価基本計画（平成１４年３月２７日訓令第４１号。以下「基

本計画」という。）に基づき、総務省が平成１６年度において行う事後評価の対象とする政策、

評価の方法等を定めるものとする。 
 
第２ 計画期間 
  この計画の対象期間（以下「計画期間」という。）は、平成１６年４月１日から平成１７年

３月３１日までの１年間とする。 
 
第３ 事後評価の対象とする政策及び評価の方法等 
計画期間における事後評価の対象とする政策及び評価の方法等は、次に定めるとおりとす

る。 
 
   １ 実績評価方式による評価の対象政策 
     法第７条第２項第１号に該当するものとして、基本計画第６章第２節に掲げられた

政策のうち、別紙に掲げる政策を対象とする。 
   ２ 具体的な評価の方法 
     基本計画に従い、評価対象政策ごとに、あらかじめ設定した達成目標（アウトカム）

の達成状況を客観的な指標等によって測定することを中心に政策に係る現状及び課題

等を分析する方法により、評価書に記載すべき項目に沿って評価を行うことを原則と

する。 
     評価書の記載項目としては、法第１０条第１項において 
① 政策評価の対象とした政策 
② 政策評価を担当した部局又は機関及びこれを実施した時期 
③ 政策評価の観点 
④ 政策効果の把握の手法及びその結果 
⑤ 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 
⑥ 政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報に関する事項 
⑦ 政策評価の結果 
が定められているが、次の項目についても、併せて記載するものとする。 
⑧ 達成目標（政策の実施により実現を目指す成果・アウトカム） 
⑨ 政策の実績を総括すべき時期 
⑩ 目標に向けて行ってきた業務の実施状況（アウトプット） 



⑪ 指標の状況 
⑫ 目標の達成状況 
⑬ 今後の課題 
なお、達成目標の達成状況を客観的な指標等によって測定することでは適切な評価

とならない政策については、政策評価広報課と協議の上で、上記記載項目の一部を「施

策・措置の概要等（参考となる指標の状況を含む。）」及び「政策や制度の目標に係る

現状の分析」に替えて評価できるものとする。 
３ 評価書の様式等 

     評価書の様式及び記載要領は、この実施計画によるほか、大臣官房政策評価広報課

長が別に定めるところによる。 
 
   附 則 
 この訓令は、平成１６年４月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 



（別紙） 

平成１６年度において実績評価方式により事後評価を行う政策 

 

ア 行政改革大綱等に沿った行政改     ア－１ 国の行政組織等の減量・効率化 
革の推進・行政管理の実施 

 
ア－２ 行政改革大綱等に基づく行政改 
革の推進 

 
ア－３ 適切な設立許可・指導監督等に 
よる公益法人行政の推進 

 
イ 政策評価制度の推進並びに行政     イ－１ 政策評価制度の推進 
評価等及び行政相談の実施 

 
        イ－２ 評価専担組織として行う政策評 

価の実施 
 

イ－３ 行政評価・監視の実施 
 
 

イ－４ 行政相談の実施 
 
 
ウ 適正な人事管理の推進         ウ－１ 公務における多様な人材の確保 

と活用 
 

ウ－２ 国家公務員の高齢対策と再就職 
の適正化 

 
ウ－３ 国家公務員給与の適正な改定 

 
 
エ 地方分権の推進            エ－１ 地方分権の推進 

 
 
オ 地方公務員行政の推進         オ－１ 分権時代にふさわしい地方 

公務員制度の確立 
 

オ－２ 地方公共団体の定員管理及び 
地方公務員の給与の適正化の 
推進 

 
オ－３ 地方行政を担う人材の育成・ 

確保 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
カ 地方財源の確保等           カ－１ 地方財源の確保等 

 
 
キ 時代にふさわしい地方税体系の     キ－１ 地方分権に資する地方税制の 
構築                     構築 

 
ク 地方公共団体の行政体制の整備     ク－１ 市町村合併の推進 

 
 

ク－２ 地方行革の推進 
 
 

ク－３ 地方公共団体の行政運営におけ 
る公正の確保と透明性の向上 

 
ケ 自立した地域社会の形成        ケ－１ 地方公共団体の地域づくりの 

支援 
 

ケ－２ 過疎地域の自立促進 
 
 

ケ－３ 地方公共団体の国際化施策の 
推進 

 
ケ－４ 地方自治分野における国際交流 

・国際協力 
 

ケ－５ 地方公共団体におけるＰＦＩ 
事業の推進 

 
コ 地方公共団体等の財政の健全化     コ－１ 地方公共団体の公債費負担の適 

正化 
 

コ－２ 辺地に係る財政上の特別措置の 
実施 

 
コ－３ 土地開発公社の健全化の推進 

 
 

コ－４ 地方公営企業の経営改善 
 
 

コ－５ 地方公共団体が行う第三セクタ 
ーの経営改善 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
サ 高度情報通信ネットワークイン     サ－１ 高速・超高速ネットワークイン 
フラ整備の推進                フラ整備 

 
サ－２ ＩＰｖ６の普及促進 

 
 

サ－３ 地域における情報化の推進 
 
 

サ－４ 情報通信による沖縄振興を通じ 
た沖縄経済の自立化 

 
サ－５ 新たな電波利用システムの導入 

 
 

サ－６ 地上放送のデジタル化の推進 
 
 

サ－７ 衛星デジタル放送の普及 
 
 

サ－８ 国際放送の推進 
 
 

サ－９ ケーブルテレビの普及・高度化 
 
 
 
シ 電子政府・電子自治体の推進      シ－１ 各府省における行政情報化の 

推進 
 

シ－２ 総務省所管行政の情報化の推進 
 
 

シ－３ 地方公共団体の情報化の推進 
 
 
   ス 通信・放送融合時代に対応した     ス－１ ブロードバンド・コンテンツの 

コンテンツ政策の推進             制作・流通の促進 
 
                        ス－２ アーカイブ・コンテンツの 
                            ネットワーク利活用の促進 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
セ 高度情報通信ネットワークの安     セ－１ 情報通信利用の適正化、情報セ 
全性・信頼性等の確保             キュリティ対策及び電気通信機 

器の安全・信頼性の向上 
 

セ－２ 電波を有効に、また、安心・ 
安全に利用するための環境整備 
（電波の有効利用の推進及び電波 
利用環境の整備） 

 
セ－３ 電子商取引の普及発展 

 
 
ソ 対象者のレベルに応じたＩＴ人     ソ－１ 情報通信分野の人材育成 
材の育成 

 
                  ソ－３ 情報通信利用の裾野の拡大 

 
 
タ 市場の変化・技術革新に対応し     タ－１ 電気通信事業における公正競争 
た規制改革等の一層の推進           の促進及び利用者利益の増進 

 
タ－２ 電気通信利用に関する施策の 

推進 
 

タ－３ 迅速な周波数の再配分の実現等 
     による電波の有効利用の推進 
    （電波の有効利用の促進） 

 
タ－４ 情報通信ニュービジネスの振興 

 
 
チ 戦略的研究開発の推進         チ－１ 情報通信分野における重点領域 

・２・ の研究開発の推進 
３－１ 

 
チ－１ 情報通信分野における研究開発 
・２・ の競争的環境の創出 
３－２ 

 
チ－４ （戦略的研究開発を推進させる 

ための）研究人材育成や研究環 
境の整備 

 
チ－５ 情報通信に関する標準化の推進 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
ツ デジタル・ディバイドの解消      ツ－１ 民放テレビ・ラジオ放送の難視 

聴等の解消 
 

ツ－２ 電波利用環境の整備（移動鉄塔） 
 
 

ツ－３ 地域における公共サービスの情 
報化の推進 

 
ツ－４ 情報バリアフリー環境の整備 

 
 
テ 情報通信分野における国際的な     テ－１ 二国間・多国間等の枠組みによ 
協調の推進                  る国際的な課題を解決するため 

の協調及び貢献 
 
ト 選挙制度の適切な運用         ト－１ 選挙制度の適切な運用 

 
 
ナ 安定した郵政サービスの確保      ナ－４ 郵政事業の適正かつ確実な実施 

                            の確保 
 

ナ－５ 国際郵便分野における国際協調 
                            の推進 
 
   ナの２ 信書便事業の推進         ナの２ 信書の送達の事業への民間参入 
                        －１  制度の実施 
 
ニ 消防防災体制の充実強化        ニ－１ 消防の対応力の強化 

 
 

ニ－２ 火災予防対策の推進 
 
 

ニ－３ 災害に強いまちづくりの推進 
 
 

ニ－４ 救急業務の充実・強化 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
ヌ 統計行政の推進            ヌ－１ 社会・経済の実態を的確に把握 

した統計調査の実施 
 

ヌ－２ 国・地方が共同で行う統計調査 
の円滑かつ効率的な実施 

 
ヌ－３ 官庁統計に対する国民の協力の 

確保 
 

ヌ－４ 統計に関する国際協力の推進 
 
 

ヌ－５ 国勢の基本に関する統計の作成 
－１ 

 
                        ヌ－５ 統計情報の的確な提供 
                        －２ 
 
ネ 恩給行政の推進            ネ－１ 恩給年額の適正な改定 

 
 

ネ－２ 受給者等に対するサービスの 
向上 

 
ノ 旧日本赤十字社救護看護婦等処     ノ－１ 旧日本赤十字社救護看護婦等の 
遇事業等の実施                処遇等に関する事業の推進 

 
ハ 日本学術会議活動計画の実施      ハ－１ 日本学術会議活動計画に基づく 

課題の円滑かつ重点的な推進 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


